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研究成果の概要（和文）： 災害に対する将来の事後的な救済事業が予想されると、事前の対策も過大になって
しまうという悪循環が理論的に示される。 こうした問題を回避し、政府の防災・復興投資を最適なものに近づ
けるためには、できるだけ、政府の復興事業へのコミットを少なくする必要がある。その代わりに災害保険への
加入を促進することが望ましい。
　さらに人々の認知特性を踏まえれば、最低限の被災 時救済に関する政府のコミットが行われても、効率的な
保険制度が設計されたとしても、それらの政策は意図した効果を上げられない可能性が示唆される。

研究成果の概要（英文）：Theoretically, a vicious cycle is shown in which pre-disaster measures 
become excessive when future post-disaster relief projects are anticipated. In order to avoid these 
problems and bring the government's investment in disaster prevention and reconstruction closer to 
the optimum, it is necessary to reduce the government's commitment to reconstruction projects as 
much as possible. Instead, it is desirable to promote enrollment in disaster insurance.
Furthermore, given the cognitive characteristics of people, it is possible that even if the 
government commits to minimal disaster relief and even if an efficient insurance system is designed,
 those policies may not produce the intended effects. is suggested.

研究分野： 経済学

キーワード： 防災投資　時間非整合的行動　危険回避度　時間割引率

  ３版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
災害が起こった場合に最小限のコミットしかしないことや災害保険の強制加入が、理論的な分析からは明らかに
なる。しかし、当該政策の政治的な困難性や消費者の認知特性からそのような政策の効果には限界がある。この
ため、ナッジのような人々の認知能力の限界を踏まえた政策の企画立案、検討が明らかにされている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 C―１９、F－１９－１、Z－１９（共通） 

1.研究開始当初の背景 
(1) 日本では、これまで多くの政策資源を投入することで防災関係のインフラの整備を進め、災
害に対して強い街を造り、安全な生活を確保しようとしてきた。しかし、阪神淡路大震災や東日
本大震災では、多くの尊い犠牲者を出し、それまでの努力が十分ではないことも明らかになりな
った。 
 
(2) 気候変動などの影響もあり、自然災害による被害の発生件数や被害額は長期的に増加してい
ると言われる。その一方で、日本の財政は、緊急時に大きな役割を果たすことが期待される中央
政府において非常に悪い状態が継続している。 
 
(3) 図に示されているのは、横軸に都道府県を人口の小さなものから順に並べ、縦軸に一人当た
りの社会資本ストック額を三つの時期(1960,1985,2010 年)について描いたものである。人口が
少ない地域を中心に一人当たりの防災関連社会資本ストックが着実に増加しつづけていること
が明らかである。人口減少期に効率よく国民の生命・財産を災害から守るためには、人々の危険
回避行動を踏まえた政策の実施が求められるが、必ずしもそのような検討は必ずしも十分には
行われていない。 

 
図 一人当たり防災関連社会資本ストック額の推移 

注）山崎・中川（2020）より 
 
2.研究の目的 
(1) 第一の目的は事前の都市防災対策と事後的な災害復旧・地域復興制度の現状を理論的に整理
した上で、それらが動学的な観点から整合的かどうかについて検証することである。 
 
(2) 理論的から時間非整合的な行動が予測された場合に、一定の政策的な含意を得ることができ
る。しかし、それらの政策的な含意が現実性を持つためには、消費者の認知的な特性を十分に反
映させることが必要である。このため、理論モデルから得られる結論に行動経済学的な観点から
再検証を加えることとする。 



 
(3) 特に大都市の防災対策として政策的緊急度が高いものとして賃貸住宅の家主の危険回避度
について、実態を明らかにする。 
 
3.研究の方法 
(1) 第一に、事前の都市防災対策と事後的な災害復旧・地域復興制度の現状を理論的に整理した
上で、それらが動学的な観点から整合的かどうかに ついて検証を行う。この点について、合理
的な個人を前提とした理論分析を実施し、消費者の危険回避行動と政府の防災投資との関係を
明らかにする。 
 
(2) 合理的個人を前提とした分析では、人々の信念ともいえる危険回避度によって、異なるは政
策的な含意をもたらすことから、行動経済学的な観点から消費者の非合理的な側面も考慮した
場合に、その政策的含意にどのような変更がもたらされるかを検討する。 
 
(3) 政策的な緊急度が高い対象として、持家に比較して質が劣るものが多い賃貸住宅に焦点を当
てたアンケート調査を実施する。一つのアンケート調査は相続税がもたらしているとされる、家
主の賃貸住宅の質に関する（スペックの低いものを選択するという）行動のゆがみを検証する。
また、旧耐震基準の賃貸住宅を保有していた家主のうち、建て替え、耐震改修などの危険回避行
動を行った者と、放置したものとの行動経済学的な特性を比較する。 
 
4.研究成果 
(1) Seshimo・Yamazaki(2018)では、理論分析から以下のような成果が得られた。危険な地域に
住む人々は自己責任であると考えて、政府は災害が起こった場合にそうした 人々を救済しない
というルールは重要であるが、こうしたルールは事後的には必ずしも守られないことが多い。政
府に対する批判が生じるために、危険な地域に 住む人々が災害に遭った場合にも、救済せざる
を得ない。これが時間的な非整合性をもたらすことになる。 こうした非整合性に直面した時に、
将来の救済を前提にすると、人々の行動は危険回避度が低下し、より多くの人々が危険な地域に
住むようになる。そのた め、こうした人々の被害を少なくするためには、事前の防災対策がよ
り重要になってくる。その結果、事前の対策、防災投資の水準が過大になることが示され る。
つまり、将来の事後的な救済事業が予想されると、事前の対策も過大になってしまうという悪循
環が理論的に示される。 こうした問題を回避し、政府の防災・復興投資を最適なものに近づけ
るためには、できるだけ、政府の復興事業へのコミットを少なくする必要がある。その代 わり
に災害保険への強制加入を促進することが望ましいという理論的な結論が得られる。 
 
(2) 理論的研究から得られた、政府が最低限の救済しか行わないというコミットや、効率的な保
険制度の重要性が示唆について、行動経済学的な検討を加えた整理を行っている。これまでの先



行研究から、人々の時間割引率が驚くほど高いことが明らかになっている。またプロスペクト理
論から、人々は利得方向には危険回避的 に行動するものの、損失方向には危険愛好的に行動す
ることが明らかにされている。これらのことから、仮に時間非整合性問題を解決するために、最
低限の被災 時救済に関する政府のコミットが行われても、効率的な保険制度が設計されたとし
ても、それらの政策は意図した効果を上げられない可能性が示唆される。この ため、合理的な
個人を前提とする上記のような政策を行うだけでなく、ナッジと呼ばれるような人々の行動の
非合理性を前提としながら、危険回避行動にそっと 誘導するような政策の検討が必要であろう。
例えば、ハザードマップなどにより事前に災害に対して脆弱であることが、ある程度わかってい
る地域においては、 様々な災害に対する保険加入をデフォルトとするような仕組みが考えられ
る 

 
(3) 特に政策的な緊急度が高いものとして、大都市における賃貸住宅に関する実態把握を行って
いる。これまでの議論は賃貸人にはそのまま適用することができるが、家主の行動特性について
はこれまで必ずしも明らかにされてきていない。このため、2021～2022 年度にかけて実施した
賃貸住宅の家主（東京）向けに行った大規模アンケートで、賃貸住宅の立地選択、建物構造の選
択と家主の時間割引率や危険回 避度に関する特性を把握したデータを得た。具体的には、この
アンケートでは、賃貸住宅の立地場所の災害危険度、賃貸住宅が家主自らが取得したのか、相続
で 取得されたものなのか、家主の認知特性等を把握することができるものとなっている。 

その目的は、①相続税 対策として建築された賃貸住宅は、スペックの低いものが建築される
のではないか、②特に旧耐震基準の住宅で建て替え、何等かの改修などの再生投資を行っていな
い賃貸住宅の大家は、何等かの行動経済学的な特徴を有しているのではないか、という点である。
前者に関しては、「相続税評価の低下と将来の転用可能性 を考慮して、減価償却率の高い物件を
建築するのではないか」という点に関しては、相続動機があまり影響していないことが明らかに
なった。また、「修繕やリ フォームに積極的ではないのではないか」という点については、修繕、
リフォームにむしろ積極的である傾向がみてとれた。これは立地場所が災害リスクが高い とこ
ろである可能性が影響している可能性もある。  

一方、旧耐震基準の賃貸住宅で、何の再生投資も行っていない大家にはいくつかの特徴がある
ことが示唆されている。まず所有している賃貸住宅の安全性能に関 して、建て替え、何等かの
改修を行った住宅と同じ程度の安全性能を有していると認識している。さらに、耐震診断も、何
等かの再生投資も行う予定がない大家が大きな割合を占めている。この何の再生投資も行わな
い理由としては、収益性が低いなどの経済的な理由よりも、当該投資を行うことが「面倒」であ
ったり、 「次世代の責務」であるという信念を持っている大家が多いことがわかった。これら
については、時間割引率が「何の再生投資も行ったことがない大家」で非常に高いことが影響し
ている可能性が高い。 
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